
国際コンテナ戦略港湾施策

平成27年3月24日

資料２

四国国際物流戦略チーム 第３回幹事会
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○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア
○北米：アメリカ、カナダ
○欧州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク
○その他：日本と上記以外

アジア
(日本含まず)

TEU(twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20フィート・コンテナを１とし、40フィート・コンテナを２として計算する単位

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移
２０１２年

全世界

日本

2億6,357万TEU 6億 141万TEU

1,350万TEU 1,848万TEU

1億1,656万TEU 2億6,606万TEU

２．３倍

１．４倍

２．３倍

２００２年

出典：THE WORLD BANK Container port traffic (TEU: 20 foot equivalent units)
より国土交通省港湾局作成

アジアの港湾
２億６，６０６万ＴＥＵ

アジアの港湾
１億１，６５６万ＴＥＵ

注）外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はContainerisation Internationalで収集される
主要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。
なお、日本の全てのコンテナ取扱港湾における取扱個数（外内貿計）は、1532万TEU（2002年）から
2123万TEU（2012年）に、10年間で1.4倍に増加している。（港湾統計より）

・ 世界各地域のコンテナ取扱個数をみると、2002年から2012年の増加率が、日本の1.4倍に対し、全世界およびアジア（日本以外）では
２．３倍となっている。

（１）世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱個数の推移

アジア
(日本含まず)

１．世界のコンテナ貨物流動の状況
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・ コンテナ取扱個数をみると、上海（3,258万ＴＥＵ）がアジア最多で、2012年時点で日本の最多である東京湾（780万ＴＥＵ）の4倍以上。
・ 上海の他、シンガポールや香港、深セン、釜山等など、上位を東アジアが占めている中、我が国港湾の位置づけが相対的に低下。

（２）アジア主要港におけるコンテナ取扱貨物量（個数、個数ランキング）

１．世界のコンテナ貨物流動の状況



（３）我が国港湾とアジア主要港との欧米基幹航路寄港便数の比較
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北米航路

欧州航路

寄港便数／週

アジア主要港に寄港す
る基幹航路の便数は増
加または横這い

我が国に寄港する

基幹航路の便数は減
少

ここでの「基幹航路」は、北米航路、欧州航路を指す。

資料：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成 ※1995の値は前年（1994年）の11月現在の値、その他の値も同様に前年11月の値。

2013年
東京港＋横浜港
32便

香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 上海 釜山 東京 横浜 名古屋 大阪 神戸

95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13

2013年
名古屋港
11便

2013年
大阪港＋神戸港
14便

１．世界のコンテナ貨物流動の状況



京浜港
（東京港、横浜港、

川崎港）

阪神港
（大阪港、神戸

港）

２．「国際コンテナ戦略港湾」政策の目的・方策

○ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、

企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を強化

⇒雇用と所得の維持・創出

京浜港、阪神港を「国際コンテナ戦略港湾」として選定し、基幹航路の就航を維持・拡大するため
のハード・ソフト一体となった施策を集中して実施。

① 内航をはじめとするフィーダー網の抜本的な強化による広域からの貨物集約の推進

② ゲートオープン時間拡大による24時間化の推進、貨物積替円滑化支援施設の整備等

による荷主サービスの向上

③ 大水深コンテナターミナルの整備によるコンテナ船大型化の進展への対応

④ 港湾運営会社の指定による「民」の視点での戦略的港湾運営の実現

⑤ 阪神、京浜各港のコンテナターミナル全体の一体運営等による

ターミナルコストの低減

政 策 目 的 ： 国 際 基 幹 航 路 の 我 が 国 へ の 寄 港 を 維 持 ・ 拡 大 す る こ と

政

策

目

的

実
現
の
た
め
の
方
策

※国際基幹航路の我が国への直接寄港が少なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減ると

いうサービス水準の直接の低下に加え、我が国立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択

せざるを得なくなり、我が国立地企業が直接寄港ルートとの比較による価格交渉力を失い、海外トラン

シップルートの料金高騰等立地環境の悪化を招く。また、積み替え時の積み残し等による遅延リスク、

荷傷みのリスク等も懸念される。
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（１）政策の概要



（２）深化と加速

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

国際コンテナ戦略港湾背後への
産業集積による「創貨」

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運
営会社に対する集貨支援制度
の創設

○国際コンテナ戦略港湾背後に立
地する物流施設の整備に対する
支援の拡充

○コンテナ船の大型化や取扱貨物
量の増大等に対応するための、
大水深コンテナターミナルの機
能強化
○国際コンテナ戦略港湾のコスト削
減、利便性向上のための取組の推
進

○国際コンテナ戦略港湾におけ
る積替機能強化のための実証

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営
会社に対する国の出資制度の創設

・ コンテナ船の更なる大型化や国際基幹航路の再編等、海運・港湾を取り巻く情勢が変化する中、我が国の産業競争力の強化、ひいては国
民の雇用と所得の維持・創出を図るため、「集貨」、「創貨」、「港の競争力強化」の３本柱の施策を総動員し、ハード・ソフト一体の国際コンテ
ナ戦略港湾政策を深化・加速することにより、我が国に寄港する国際基幹航路の維持・拡大を図る。
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２．「国際コンテナ戦略港湾」政策の目的・方策



（３）国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対する集貨支援制度の創設
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２．「国際コンテナ戦略港湾」政策の目的・方策



「日本再興戦略」改訂２０１４（平成26年6月24日閣議決定）
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３．国際コンテナ戦略港湾の機能強化に関する骨太の方針等における位置づけ



２．今後の物流施策の方向性と取組
（１）産業活動と国民生活を支える効率的な物流の実現に向けた取組
【我が国の立地競争力強化に向けた物流インフラ等の整備、有効活用等】
１）国際コンテナ戦略港湾におけるコンテナターミナルの大水深化等、船舶の大型化に対応した港湾機能の強化を推進するとともに、国際コンテ
ナ戦略港湾と国内各港を結ぶ内航船による「国際フィーダー航路」、インランドデポでのコンテナラウンドユース等を活用した広域からの貨物集
約、特例港湾運営会社の経営統合等による港湾の効率的かつ一体的な運営の促進を図る。

総合物流施策大綱（２０１３－２０１７）（平成２５年６月２５日閣議決定）
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３．国際コンテナ戦略港湾の機能強化に関する骨太の方針等における位置づけ


